
 

徳島県地域医療介護総合確保基金事業費補助金（介護分）交付要綱 

 

 

 

（補助金の交付） 

第１条 知事は、地域における医療及び介護の総合的な確保のため、市町村及び民間事業

者等が行う地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法

律第６４号）に基づく県計画における事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金

を交付するものとし、その交付については、徳島県補助金交付規則（昭和５８年徳島県

規則第５３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 

 

（交付の対象事業） 

第２条 この補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

（１）介護施設等の整備に関する事業 

（２）介護従事者の確保に関する事業 

２ 前項第１号のうち、創設又は改築に該当する事業においては、当該施設について福祉

避難所の市町村指定を受けるものとする。 

３ 前項の創設又は改築に該当する事業とは、別表１に掲げる「（１）地域密着型サービ

ス等整備等助成事業」における創設分又は改築分とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第３条 前条第１項第１号の事業については、別表１の第１欄に定める施設等の区分ごと

に、市町村等が行う事業に係る第４欄に定める対象経費の実支出額の合計額と総事業費

から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定し、選定され

た額と同表第２欄に定める補助基準単価に第３欄に定める単位の数を乗じて得た額とを

比較して少ない方の額以内の額を補助額とする。ただし、次の各号に掲げる事業につい

ては、それぞれ当該各号に掲げる額を補助額とする。 

（１）別表１の第１欄の「（３）定期借地権設定のための一時金の支援事業」及び「（６）

介護職員の宿舎施設整備事業」 第１欄に定める施設等の区分ごとに、第２欄に定

める補助基準により算定した額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを比較し

て少ない方の額に、第３欄に定める補助率を乗じて得た額以内の額 

（２）別表１の第１欄の「（５）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止

対策支援事業」 第１欄に定める施設等の区分ごとに、第２欄に定める補助基準単

価に第３欄に定める単位の数を乗じて得た額と第４欄に定める対象経費の実支出

額とを比較して少ない方の額に、第５欄に定める補助率を乗じて得た額以内の額 

２ 前条第１項第２号の事業については、別表２の第１欄に定める区分ごとに第２欄に定

める補助金交付対象者が行う事業に係る第３欄に定める対象経費の実支出額（第４欄に

定める額を限度とする。）と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較

して少ない方の額に、同表第５欄に定める補助率を乗じて得た額以内の額を補助額とす

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、補助金交付対象者が申請する補助金所要額が前２項にお



いて算出した補助額より低い場合は、補助金交付対象者が申請した額を補助額とする。 

４ 前３項の規定により算出された補助額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切

り捨てるものとする。 

 

（交付の対象外費用） 

第４条 次に掲げる費用は、補助の対象外とする。 

 （１）土地の取得又は整地に要する費用 

 （２）門、柵、塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用 

 （３）既存建物の買収に要する費用 

 （４）その他事業の実施について適当と認められない費用 

 

（補助金交付申請書等） 

第５条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。 

２ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

  （１）補助金申請額総括表（別紙１） 

  （２）補助金申請額内訳表（別紙２－１、２－２、２－３、２－４） 

  （３）事業計画書（別紙３－１、３－２、３－３、３－４、３－５） 

  （４）当該補助金に係る歳入歳出予算書（見込書）抄本 

  （５）その他交付申請に当たって必要と認められる書類 

３ 規則第３条の知事の定める期日は、別に定めるものとする。 

４ 補助金交付対象者は、申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税額のうち、消費

税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方

消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下「消費

税等仕入控除税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、申請時に

おいて消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 規則第５条第１項各号に掲げる事項、規則第１５条の２に規定する事項及び次の

各号に掲げる事項は、補助金の交付決定の条件となる。 

（１）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけ

ればならない。 

（２）補助事業を行うために請負契約を締結する場合は、一括下請負の承諾をしてはなら

ない。 

（３）額の確定後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、様式第７号により速やかに知事に報告し

なければならない。 

（４）前号の規定に基づき知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全部又は一部を納付させることがある。 

 

（軽微な変更） 



第７条 規則第５条第１項第１号の知事の定める軽微な変更は、別表１の第４欄及び別表

２の第３欄に定める対象経費の区分ごとに２０パーセント以内の配分の変更とする。 

２ 規則第５条第１項第２号の知事の定める軽微な変更は、補助金額に変更のないもので、

補助事業の目的を損なわない事業計画の細部の変更とする。 

 

（変更の承認の申請等） 

第８条 規則第５条第１項第１号から第３号の規定による知事の承認を受けようとする者

は、補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を知事に提出しなければな

らない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

 （１）理由書 

  （２）補助金申請額総括表（別紙１） 

 （３）補助金申請額内訳表（別紙２－１、２－２、２－３、２－４） 

 （４）事業計画書（別紙３－１、３－２、３－３、３－４、３－５） 

 （５）その他変更（中止・廃止）承認申請に当たって必要と認められる書類 

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者は、その理由及

び補助事業の遂行の状況を記載した書類を知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第９条  第２条第１号の事業（以下「施設整備事業」という。）については、補助事業者

（市町村を除く。）は、工事に着手した日から１０日以内に工事着工届（様式第３号）

を提出しなければならない。 

２ 施設整備事業については、補助事業者は、工事等進捗状況報告書（様式第４号）によ

り、各年１２月末現在の工事進捗状況を翌月１５日までに知事に報告しなければならな

い。 

 

（実績報告書等） 

第１０条 規則第１１条の実績報告書は、様式第５号による。 

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、次に掲げるとおりとする。 

  （１）補助金精算額総括表（別紙４） 

  （２）補助金精算額内訳表（別紙５－１、５－２、５－３、５－４） 

  （３）事業実績報告書（別紙６－１、６－２、６－３、６－４）      

  （４）当該補助金に係る歳入歳出決算書（見込書）抄本 

  （５）その他実績報告に当たって必要と認められる書類 

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受

けた日から起算して３０日を経過した日又は補助事業の完了の日の属する年度の３月３

１日のいずれか早い期日までにしなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第１１条 規則第１２条の規定による通知を受けた市町村以外の補助事業者は、補助金請

求書（様式第８号）に当該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしな

ければならない。 

 



（補助金の支払） 

第１２条 知事は、市町村である補助事業者に対しては、規則第１２条の規定による補助

金の額の確定の通知をした後に、市町村以外の補助事業者は、前条の補助金請求書等を

受理した後に、補助金を支払うものとする。 

 

（補助金の概算払） 

第１３条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補助

事業者に対し、補助金の全部又は一部を概算払により交付することがある。 

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは、補助金請

求書（様式第８号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金調書等） 

第１４条 規則第１６条の補助金調書は、様式第６号による。 

２ 規則第１６条の補助金調書及び帳簿並びに証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了

の日又は廃止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

（財産処分の制限） 

第１５条 規則第１７条第２号及び第３号の知事が定める財産は、事業により取得し、又

は効用の増加した価格が３０万円以上の機械器具とする。 

２ 規則第１７条ただし書きの知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する 

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数とする。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年７月３日から施行し、平成２７年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年９月１２日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年９月６日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年８月３１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年７月１６日から施行し、令和元年度（平成３１年度）分の補助金

から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２年１０月７日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月９日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 



 この要綱は、令和４年６月１日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。     

   附 則 

 この要綱は、令和５年７月６日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 

  この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例に

よる。 

      附 則 

 この要綱は、令和６年１０月８日から施行し、令和６年４月１日以後に行う事業につい

て適用する。 

      附 則 

 この要綱は、令和７年９月２４日から施行し、令和７年４月１日以後に行う事業につい

て適用する。 

      附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、令和８年４月２７日から施行し、令和８年４月１日以後に行う事業につい

て適用する。 

 

 























様式第１号（第５条関係） 

第   号 

  年  月  日 

 徳 島 県 知 事 殿 

住 所                            

氏 名                                        

法人にあっては、主たる事務所の所在地及び       
名称並びに代表者の氏名               

                 

  年度徳島県地域医療介護総合確保基金 

事業費補助金（介護分）交付申請書 

 

 補助金の交付を受けたいので、徳島県補助金交付規則第３条の規定により、次のとおり

関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交付申請額 金           円 

 

２ 事業の区分 

 

３ 関係書類 

  (1) 補助金申請額総括表（別紙１） 

  (2) 補助金申請額内訳表（別紙２－１、２－２、２－３、２－４） 

 (3) 事業計画書（別紙３－１、３－２、３－３、３－４、３－５）   

  (4) 当該補助金に係る歳入歳出予算書（見込書）抄本 

 (5) その他交付申請に当たって必要と認められる書類 

 

４ 補助事業完了予定年月日 

      年  月  日 

 

５ 担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。） 

  氏名        連絡先 

 

（注１）補助金申請額内訳表及び事業計画書については、必要な様式を選択して使用する 

  こと。 

（注２）予算書には、当該事業の補助対象事業に係る額を備考欄に記入すること。 

 



様式第２号（第８条関係）

第 号

年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

住 所

氏 名

法人にあっては、主たる事務所の所在地及び

名称並びに代表者の氏名

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書

に要する経費の配分の変更
補助事業 の内容の変更 の承認を受けたいので、徳島県地域医療介護総合確

の中止（廃止）

保基金事業費補助金（介護分）交付要綱第８条の規定により、次のとおり関係書類を添え

て申請します。

１ 補助事業名 年度徳島県地域医療介護総合確保基金事業費補助金（介護分）

２ 補助金の交付の指令番号

年 月 日付け徳島県指令 第 号

３ 関係書類

(1) 理 由 書

(2) 補助金申請額総括表（別紙１）

(3) 補助金申請額内訳表（別紙２－１、２－２、２－３、２－４）

(4) 事業計画書（別紙３－１、３－２、３－３、３－４、３－５）

(5) その他変更（中止・廃止）承認申請に当たって必要と認められる書類

４ 担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）

氏名 連絡先

（注）補助金申請額内訳表及び事業計画書については、必要な様式を選択して使用する

こと。



様式第３号（第９条関係）

第 号

年 月 日

工 事 着 工 届

徳 島 県 知 事 殿

住 所

氏 名

法人にあっては、主たる事務所の所在地及び

名称並びに代表者の氏名

年 月 日付け徳島県指令 第 号で交付決定を受けた 年度徳島県

地域医療介護総合確保基金事業費補助金（介護分）に係る工事を着工しました

ので、次のとおり届け出ます。

１ 工事の名称

２ 施設の所在地

３ 契約年月日

４ 着工年月日

５ 工事完成予定年月日

６ 請負業者の所在地及び

名称

７ 担当者の氏名及び

連絡先

８ 備考



様式第４号（第９条関係）

工 事 等 進 捗 状 況 報 告 書

設置主体（市町村名）

施 設 名 設 置 主 体

県 費 補 助

額

Ａ

1 2 月 末 日

の 出 来 高

Ｂ

3 月 末 日 ま で

の 出 来 高 見 込

Ｃ

繰 越 見 込

高 (100-C)

Ｄ

繰 越 見 込

額 (A× D)

Ｅ

備 考

円 ％ ％ ％ 円

合 計



様式第５号（第１０条関係） 

                                                               第   号 

                                                      年  月  日 

 徳 島 県 知 事  殿 

住 所                   

氏 名                          

法人にあっては、主たる事務所の所在地及び    
名称並びに代表者の氏名           

 

  年度徳島県地域医療介護総合確保基金 

事業費補助金（介護分）の事業実績報告書   

 

   年  月  日付け徳島県指令 第   号で交付決定を受けた 

年度徳島県地域医療介護総合確保基金事業費補助金（介護分）に係る事業実績について、

次のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

１ 関係書類 

  (1) 補助金精算額総括表（別紙４） 

 (2) 補助金精算額内訳表（別紙５－１、５－２、５－３、５－４） 

  (3) 事業実績報告書（別紙６－１、６－２、６－３、６－４） 

 (4) 当該補助金に係る歳入歳出決算書（見込書）抄本 

 (5) その他実績報告に当たって必要と認められる書類 

 

２ 補助事業完了年月日 

      年  月  日 

 

３ 担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。） 

  氏名        連絡先 

 

（注）補助金精算額内訳表及び事業実績報告書については、必要な様式を選択して使用す 

 ること。 

 

 



様式第６号（第１４条関係） 

    年度  徳島県地域医療介護総合確保基金事業費補助金（介護分）調書 

 

 

県 

 

 

市町村名 

 

 

 

 

 

備  考 

 

歳   入 

 

歳  出 

 

歳出予算科目 

 

 

交付決定額 

 

 

補助

率 

 

 

科  

目 

 

 

予算現額 

 

 

収入済額 

 

 

科  

目 

 

 

予算現額 

 

 

うち補助金 

相  当  額 

 

支出済額 

 

 

うち補助金 

相  当  額 

 

翌年度 

繰越額 

 

うち補助金 

相 当 額 

 

 

 

 

(項)社会福祉費 

(目) 

（節） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備    考 

１  「科目」欄には、歳入にあっては、款、項、目及び節を、歳出にあっては、款、項及び目をそれぞれ記載すること。 

２  「予算現額」欄には、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等に区分して、それぞれの額を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、流用増減額等に区分してそれぞれの額を記載すること。 

３  「備考」欄には、参考となるべき事項を適宜記載すること。 



様式第７号（第６条関係）

第 号

年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

社会福祉法人等名

代表者名

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

年 月 日 第 号で交付決定を受けた 年度徳島県地域医療介護総

合確保基金事業費補助金（介護分）に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額につ

いては、次のとおり報告する。

（１）施設の種類及び名称

（２）補助金交付規則（昭和５８年５月１０日徳島県規則第５３号）第１２条の規定によ

る確定額又は事業実績報告による精算額

金 円

（３）消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額（要交付金等返還相当額） 金 円

（４）添付書類

（３）の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等

（５）担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、連絡先のみ御記入ください。）

氏名 連絡先



様式第８号（第１１条、第１３条関係） 

受理日付印  
 
 
 

              補 助 金 請 求 書 

 

                                                                                           
                                                         請求日      年  月  日 
 
  徳 島 県 知 事  殿                                                         
                                                                                           
                         請 求 者                                                     
                           住    所                                                   
                           氏    名                                                   
                      （法人名及び代表者名）                                            
                                                                                           

 
                   
                   

         

 
右 の 金 額 を 
請求します。 

 
請求 
金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               摘          要 

補 助 事 業 名 
 

補助指令金額 
 

補助指令年月日 
 

補助指令番号 
 

 

 
補 助 額 

 

既 受 領 額 
 

今回請求額 
 

残 額 
 

請 求 区 分  １  精 算    ２  概 算 

 

口座振込先 
  金融機関名（         ） 店舗名（        ） 
  預金種別（ １ 普通  ２ 当座  ９ その他 ） 

 
  口座番号 
 

       
 
（右づめ） 

 

  口座名義（カタカナ書き） 
          （                                                            ） 

発行責任者及び担当者（個人の場合は、担当者欄に連絡先のみ御記入ください。） 

 氏名 連絡先 

発行責任者   

担当者   

円 



別紙１

（単位：円）

補 助 金 申 請 額 総 括 表

団体名：                    

事業名 補助金申請額

１　介護施設等の整備に関する事業 0

(1)　地域密着型サービス等整備等助成事業

(2)　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

(3)　定期借地権設定のための一時金の支援事業

２　介護従事者の確保に関する事業

合　　計 0

(4)　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

(5)　介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

(6)　介護職員の宿舎施設整備事業



別紙２－１（地域密着型サービス等整備等助成事業分及び介護職員の宿舎施設整備事業分）

団体名

対象経費の 寄付金その他 補助金

実支出額 の収入額 所要額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ－Ｃ） Ｅ F

1
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

2
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

3
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

4
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

5
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

6
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

7
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

8
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

9
施設整備・大規模修
繕・宿舎施設

（注１）各市町村計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備する施設等について記入すること。(宿舎整備の場合、施設名称はその宿舎を利用する職員が所属する本体施設の名称を記入すること)

（注２）補助金所要額欄には、各施設等種別ごとに所要額を記入することとし、補助金所要額の合計額はＢ欄、Ｄ欄及びＥ欄の合計欄の額を比較して最も低い額の範囲内とすること。（千円未満は切り捨て）

（注３）抵当権設定有無欄には、補助財産取得時に併せて抵当権を設定する場合「有り」と記入すること。

補　助　金　申　請　額　内　訳　表

（単位：円）

№
補助種別 施設等種別 施設等の名称 設置主体 設置場所

合　　計

か所数 総事業費 差引額 基準額 抵当権
設定



別紙２－２　（介護施設等の施設開設準備経費等支援事業及び定期借地権設定のための一時金の支援事業）

団体名

１．介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
（単位：円）

施設等種別 施設等の名称 設置主体 設置場所 定員数（人） 対象経費の 寄付金その他 補助金所要額

実支出額 の収入額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｅ

1

2

3

4

5

6

7

（注２）交付金所要額欄には、施設等種別ごとに所要額を記入することとし、交付金所要額はＣ欄及びＤ欄の額を比較して最も低い額の範囲内とすること。（千円未満は切り捨て）

２．定期借地権設定のための一時金の支援事業
（単位：円）

施設等種別 施設等の名称 設置主体 設置場所 定期借地権の 路線価 路線価に１／２ 対象経費の 補助率（１／２） 補助金所要額

設定期間 を乗じた額 実支出額

Ａ Ｂ（Ａ×１／２） Ｃ Ｄ Ｅ

1

2

3

（注２）交付金所要額欄には、施設等種別ごとに所要額を記入することとし、交付金所要額はＢ欄及びＣ欄の額を比較して低い額に補助率を乗じた額の範囲内とすること。（千円未満は切り捨て）

（注１）各市町村計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備する施設等について記入すること。

合　　計

（注１）各市町村計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備する施設等について記入すること。

№

合　　計

補　助　金　申　請　額　内　訳　表

№
差引額 基準額

※小規模多機能型居
宅介護事業所にあ
たっては、宿泊定員



別紙２－３　（既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業）

団体名

（単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ－Ｃ） Ｅ Ｆ

補 助 金 申 請 額 内 訳 表

既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支
援事業

合　　計

（注１）各市町村計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備する施設等について記入すること。
（注２）補助金所要額欄には、Ｂ欄、Ｄ欄及びＥ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。
（注３）抵当権設定有無欄には、補助財産取得時に併せて抵当権を設定する場合「有り」と記入すること。

施設名等 設置主体

整備床数
・

転換前床数
・

施設数
・

事業所数

総事業費
対象経費の
実支出額

寄付金その他
の収入額

差引額 基準額
補助金
所要額

抵当権設定



別紙２－４（介護従事者の確保に関する事業及び介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業）

（単位：円）

区　　　分 総事業費    円
寄附金その他の
収入金　　円

差引額
（Ａ－Ｂ）　円

対象経費の支出
予定額　　円

基準額　　　円 選定額　　円 県補助基本額　　円 県補助金所要額　　円 （Ａ－Ｈ）　円 備     考

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

（注）１　Ｆ欄には，Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。
　　　２　Ｇ欄には，Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。



別紙３－１（地域密着型サービス等整備等助成事業等）

　　　　年度　　～　　　　　年度

１．公的介護施設等の整備に関する目標

２．地域医療介護総合確保区域における公的介護施設等の整備状況

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

①住民意見の反映の仕組み

②整備目標に対する住民意見の反映

①評価の実施時期

②評価の方法

③評価の手順

事　業　計　画　書

団体名

計画期間

公的介護施設等の種類
施設数 定　　員 公的介護施設等の整備の目標を定めるに当たっての留意すべき課題

（開所分）（整備分） （合計）（開所分）（整備分） （合計）

３．計画の作成等に係る住民の意見の反映

４．事後評価の方法等



(単位：千円）

番号

① 小規模特別養護老人ホーム

② 認知症高齢者グループホーム

③ 小規模多機能型居宅介護事業所

④

⑤

⑥

⑦

⑧

番号

介護施設等の施設開設準備経費等支援事業　計

① 小規模特別養護老人ホーム

② 認知症高齢者グループホーム

③ 小規模多機能型居宅介護事業所

④

定期借地権設定のための一時金の支援事業　計

① 小規模特別養護老人ホーム

② 認知症高齢者グループホーム

③ 小規模多機能型居宅介護事業所

④

担当課名 担当係名 担当者名

施設数 ﾕﾆｯﾄ数 件数
活用する既存資源及びそ
の状況

加算額 交付 年度交付 年度交付

５．目標達成のために必要な公的介護施設等の整備事業、その費用の額及び交付予定額等

①　地域密着型サービス等整備等助成事業に係る分

施設等の種類
単位 既存資源の活用

年度交付

実支出(予定)額 単価 (予定）額 (予定)額 (予定)額 (予定)額

対象経費の 配分基礎

介護給付等対象サービス等を提供
する施設

合　　計 －

地震 特豪特別法等の適用 沖縄 公害

②　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業及び定期借地権設定のための一時金の支援事業に係る分

(単位：千円）

施設等の種類
対象経費の 配分基礎 交付 年度交付 年度交付 年度交付

実支出(予定)額 単価 (予定）額 (予定)額 (予定)額 (予定)額

合　　計

連絡先（直通） メールアドレス
政策的指標関係



別紙３－２　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

１．事業を行うための基盤整備に関する目標

２．市町村内における特別養護老人ホームの状況

①

②

③

④

⑤ ％

３．目標達成のために整備が必要な施設の名称、その費用の額及び交付予定額等

既存施設のユニット化改修等及び特別養護老人ホーム及び併設されるショートステイ用居室(多床室)のプライバシー保護のための改修
(単位：千円）

ａ

介護施設等の看取り環境の整備
(単位：千円）

ａ

共生型サービス事業所の整備
(単位：千円）

ａ

連絡先
（直通）

メール
アドレス

担当課名 担当係名 担当者名

改修工事等の内容

b ｃ ｄ（ａ×ｃ） ｅ（bとｄのいずれか低い方）

定員 事業所数

対象経費の実
支出（予定）

額

交付基準
単価

算定基準によ
る算定額

交付(予定)額

改修工事等の内容

b ｃ ｄ（ａ×ｃ） ｅ（bとｄのいずれか低い方）

定員 施設数

対象経費の実
支出（予定）

額

交付基準
単価

算定基準によ
る算定額

交付(予定)額

b ｃ ｄ（ａ×ｃ） ｅ（bとｄのいずれか低い方）

定員 対象経費の実
支出（予定）

額

交付基準
単価

算定基準によ
る算定額

交付(予定)額
改修工事の内容

現員
うち

整備床数

工事の実施方法 契約年月日 着工年月日 竣工年月日

直営　　　　請負

施設名称 施設等の種類 設置主体 設置場所

ユニット型個室割合

合　計

ﾕﾆｯﾄ型
個室

左記以外
の個室

多床室 合計

事　業　計　画　書

団体名

特別養護老人ホーム
の施設名称

設置主体 設置場所
居室形態



別紙３－３（介護従事者の確保に関する事業及び介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業）

市町村，法人等名
担当者名
電話
E-mail

１．事業概要

目的

事業内容

実施場所

実施期間
（実施時期・回数等）

２．所要見込額

経費区分 金額（単位：円） 積算

計

※企画書などを別途作成している場合は添付すること。
※所要見込額は、対象経費の区分に沿って記載すること。

事　　　業　　　計　　　画　　　書

事業名



別紙３－４（介護職員キャリアアップ研修支援事業）

事業所名

担当者名

１．研修受講計画 電話

受講料 県補助所要額 E-mail

２．研修受講予定者一覧

No. 生年月日 就労開始日 受講予定研修名 受講予定研修機関 予定研修期間 受講料（円） 費用負担方法（※） 支払予定日

1

2

3

4

5

※「費用負担方法」の欄は、事業者が直接受講料を支払った場合は「直接負担」、受講者に支給した場合は「支給金」と記載してください。

 上記の者は、当事業所に勤務していることを証明します。
0 ― ―

               責任者職氏名

事   業   計   画   書

研修名

計

受講予定職員氏名

実施人数



別紙３－５（介護職員の宿舎施設整備）

１．現状（例：対象となる本体事業所の状況［職員数等］、宿舎の主な利用者層の１つとして考えられる外国人職員の状況等）

２．課題・必要性（職員の状況などの問題点など、及びその解決のためにどうして宿舎施設を整備する必要があるのか、など）

３．整備の概要（新設、既存建物の改修 等の整備方法など）

構造（木造平屋建 など） 延べ面積 定員 １人あたり面積 居室数 想定家賃 備考(個室・多床室の室数など)

※ 整備計画の分かる図面（位置図・平面図等）、写真等を添付すること。

４．整備に要する経費

項目 単価 数量 金額 備考

※ 積算根拠等が分かる明細等を添付すること。

５．近隣の借家状況等について（地区内のマンション等の整備状況、同規模・同程度賃借物件の家賃相場など）

法人名 事業所名 担当者名
連絡先

（直通）

メールア

ドレス

事 業 計 画 書



別紙４

（単位：円）

２　介護従事者の確保に関する事業

合　　計 0

(4)　既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業

(5)　介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業

(6)　介護職員の宿舎施設整備事業

(1)　地域密着型サービス等整備等助成事業

(2)　介護施設等の施設開設準備経費等支援事業

(3)　定期借地権設定のための一時金の支援事業

補　助　金　精　算　額　総　括　表

団体名：                    

事業名 補助金精算額

１　介護施設等の整備に関する事業 0



別紙５－１（地域密着型サービス等整備等助成事業分及び介護職員の宿舎施設整備事業分）

対象経費の 寄付金その他 補助金 補助金 補助金 差引過 抵当権

実支出額 の収入額 所要額 交付決定額 受入済額 △不足額 設定

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ－Ｃ） Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ（Ｇ－Ｆ）

1
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

2
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

3
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

4
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

5
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

6
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

7
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

8
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

9
施設整備・大規模
修繕・宿舎施設

（注１）計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備した施設等について記入すること。(宿舎整備の場合、施設名称はその宿舎を利用する職員が所属する本体施設の名称を記入すること)
（注２）補助金所要額欄には、Ｂ欄、Ｄ欄及びＥ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。
（注３）抵当権設定有無欄には、補助財産取得時に併せて抵当権を設定する場合「有り」と記入すること。

基準額

合　　計

（単位：円）

№ 補助種別 施設等種別 施設等の名称 設置主体 設置場所 か所数
総事業費 差引額

補　助　金　精　算　額　内　訳　表

団体名



別紙５－２（介護施設等の施設開設準備経費等支援事業及び定期借地権設定のための一時金の支援事業）

団体名

１．介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
（単位：円）

定員数（人） 対象経費の 寄付金その他

実支出額 の収入額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ（Ｆ－Ｅ）

1

2

3

4

5

6

7

（注２）交付金所要額欄には、施設等種別ごとに所要額を記入することとし、交付金所要額はＣ欄及びＤ欄の額を比較して最も低い額の範囲内とすること。（千円未満は切り捨て）

２．定期借地権設定のための一時金の支援事業
（単位：円）

定期借地権の 路線価に１／２ 対象経費の

設定期間 を乗じた額 実支出額

Ａ Ｂ（Ａ×１／２） Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ（Ｆ－Ｅ）

1

2

3

（注２）交付金所要額欄には、施設等種別ごとに所要額を記入することとし、交付金所要額はＢ欄及びＣ欄の額を比較して低い額に補助率を乗じた額の範囲内とすること。（千円未満は切り捨て）

合　　計

（注１）各市町村計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備する施設等について記入すること。

路線価 補助率（１／２） 補助金所要額 交付決定額
補助金受入済

額
差引過不足額

合　　計

（注１）各市町村計画に記載された施設等のうち、当該年度に整備する施設等について記入すること。

№ 施設等種別 施設等の名称 設置主体 設置場所

基準額 補助金所要額 交付決定額
補助金受入済

額
差引過不足額

※小規模多機能型居
宅介護事業所にあ
たっては、宿泊定員

№ 施設等種別 施設等の名称 設置主体 設置場所
差引額

補　助　金　精　算　額　内　訳　表



別紙５－３（既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業）

団体名

（単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（Ａ－Ｃ） Ｅ Ｆ G H I(G-F)

（注２）抵当権設定有無欄には、補助財産取得時に併せて抵当権設定する場合「有り」と記入すること。

補　助　金　精　算　額　内　訳　表

既存の特別養護老人ホーム等のユニット化支援事業

合　　計

（注１）補助金所要額欄には、各施設ごとの所要額を記入することとし、交付金所要額の合計欄は、Ｂ欄、Ｄ欄及びＥ欄の合計欄の額を比較して最も低い額を記入すること。

施設名等 設置主体

整備床数
・

転換前床数
・

施設数
・

事業所数

総事業費
対象経費の
実支出額

寄付金その他
の収入額

差引額 基準額
補助金
所要額

補助金
交付決定額

補助金
受入済額

差引過
△不足額 抵当権設定



別紙５－４（介護従事者の確保に関する事業及び介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業）

区　　　分 総事業費
寄附金

その他の収入金
差引額

（Ａ－Ｂ）
対象経費の
実支出額

基 準 額 選 定 額
県 補 助
基 本 額

県 補 助
所 要 額

県補助
交付決定額

県補助
受入済額

差引過(△)不足
額

(J-H)
（Ａ－Ｉ） 備　　考

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ

円　 円　 円　 円　 円　 円　 円　 円　 円　 円　 円　 円　

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

従事者・感染防止

　　　２  Ｇ欄には，Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。

補　助　金　精　算　額　内　訳　表

（注）１  Ｆ欄には，Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。



別紙６－１  

 

事   業   実   績   報   告   書  

 

１  対象施設の概要（地域密着等サービス整備・ユニット化改修・職員宿舎共通）  

 （１）施設の名称及び所在地  

 

 

 （２）施設の種類  

 

 

 （３）設置の目的及び効果  

 

 

 

 

  （４）設置主体及び経営主体  

 

 

 

  （５）入所（利用）定員等  

 

 

 （６）ユニット化の状況  

  ※既存の特別養護老人ホーム等のユニット化支援事業のみ記載  

 

 改修前の状況（床数）  改修後の状況（床数）  

従来型個室                  床                    床  

多床室    

  ２人部屋  

 

                床  

 

                  床  

  ３人部屋                  床                    床  

  ４人部屋                  床                    床  

ユニット個室                  床                    床  

合計（定員）                  床                    床  

 

 

 

２  施設整備費に係る事業実績  

 

 （１）施設の規模及び構造  

 

    ア  整備事業  

   (ア ) 敷地面積            ㎡  

      (イ ) 敷地の所有関係  （自己所有地、借地の別）  

   (ウ ) 建物の面積     建築面積      ㎡  、延面積      ㎡  

   (エ ) 建物の所有関係    （自己所有地、借地の別）  
 
 
 
 
 



  （２）整備費内訳  

    ア  主体工事費            円  

イ   工事事務費             円              

ウ  小計（本体工事費）        円    

    エ  その他の工事費          円    

    オ  合   計              円   

 

 （３）財源内訳  

ア  県補助金             円  

イ  ○○補助金            円    

ウ  設置者負担金           円    

              （内訳）自己資金         円    

寄  付  金         円    

借  入  金        円  

エ  合   計             円   

 

  （４）施工実績  

ア  契約年月日       

イ  着工年月日       

ウ  竣工年月日       

エ  事業開始年月日     

  

 

 （５）その他参考事項  

 

 



別紙６－２  

事   業   実   績   報   告   書  

 

 

１  対象施設の概要  

 （１）施設の名称及び所在地  

 

 （２）施設の種類  

 

  （３）設置主体及び経営主体  

 

 （４）入所（利用）定員  

    ※小規模多機能型居宅介護事業所にあたっては宿泊定員も記載  

 

 （５）開所年月日  

 

 

 

２  介護施設開設準備等に係る事業実績  

 

 （１）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業  

 

    ア  開設準備経費内訳  
  （ア）需用費           円  
  （イ）使用料及び賃借料          円  
  （ウ）備品購入費           円  
  （エ）報酬            円  
  （オ）給料            円  
  （カ）職員手当等           円  
  （キ）共済費           円  
  （ク）賃金            円  
  （ケ）旅費            円  
  （コ）役務費           円  
  （サ）委託料           円  

（シ）合    計           円  
 

 

  イ  財源内訳  

（ア）県補助金                 円  

（イ）設置者負担金                 円    

              （内訳）一般財源                円  

地  方  債                円   

寄  付  金                円    

借  入  金         円  

（ウ）  合   計                 円   

 

 

 

 



 

 

  （２）定期借地権設定のための一時金の支援事業  

 

    ア  定期借地権契約の内容  

 
  （ア）契約設定期間  
 
  （イ）契約一時金額（対象経費）          円  

 

  （ウ）当該施設整備用地路線価          円  

 

 

 

  イ  財源内訳  

（ア）県補助金                 円  

（イ）設置者負担金                 円    

              （内訳）一般財源                円  

地  方  債                円   

寄  付  金                円    

借  入  金         円  

（ウ）  合   計                 円   

 

 

 （３）その他参考事項  

 

 

 

 

 

＜添付書類＞  

 

・施設の名称及び所在地、種類、設置主体、定員数等が確認できるもの  

・開所をしたことが確認できるもの（事業所指定の通知など）  

  ※開所前に支払いを行う場合は開所予定日が確認できるものを添付し、  

開所後速やかに開所が確認できるものを送付すること。  

・開設準備内訳の内容が確認できるもの  

・用地路線価が確認出来るもの  

・定期借地権に係る契約書写し  

・その他必要な書類  

 

 

 



別紙６－３

市町村，法人等名
担当者名
電話
E-mail

１．事業概要

目的

事業内容

実施場所

実施期間
（実施時期・回数等）

２．執行額

経費区分 金額（単位：円） 積算

計

※企画書などを別途作成している場合は添付すること。
※所要見込額は、対象経費の区分に沿って記載すること。

事　　　業　　　実　　　績　　　報　　　告　　　書

事業名



別紙６－４（介護職員キャリアアップ研修支援事業）

事業所名

担当者名

１．研修受講実績 電話

受講料 県補助所要額 E-mail

２．研修受講一覧

No. 生年月日 就労開始日 受講研修名 受講研修機関 研修期間 受講料（円） 費用負担方法（※） 支払予定日

1

2

3

4

5

事   業   実   績   報   告   書

研修名 実施人数

計

受講職員氏名

 上記の者は、当事業所に勤務していることを証明します。
― ―

               責任者職氏名

※「費用負担方法」の欄は、事業者が直接受講料を支払った場合は「直接負担」、受講者に支給した場合は「支給金」と記載してください。

0


